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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期

第３四半期連結
累計期間

第62期
第３四半期連結

累計期間
第61期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　12月31日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　12月31日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （千円） 48,355,957 51,286,977 69,295,197

経常利益 （千円） 2,208,036 2,447,255 3,633,512

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,322,451 1,446,350 2,180,925

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,629,931 1,508,357 2,486,143

純資産額 （千円） 17,619,423 19,243,336 18,475,569

総資産額 （千円） 38,529,943 40,829,678 41,394,085

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 152.57 170.00 251.61

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 42.40 43.95 41.52

 

回次
第61期

第３四半期連結
会計期間

第62期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自平成26年
　10月１日
至平成26年
　12月31日

自平成27年
　10月１日
至平成27年
　12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 40.02 52.58

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、中国経済の減速などによる輸出の低下や個人消費の低迷など一

部に弱さが見られましたが、企業業績の改善や設備投資の押し上げにより緩やかな回復基調となりました。

　このような状況の下、当社グループは、引き続き収益基盤の強化に注力するとともに、新エリアへの販売開拓強

化、環境ビジネスへの販売力・提案力強化に向けた取り組みを推進してまいりました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間における連結成績は、前期を上回る売上高となり、売上高512億86百万円(前

年同期比6.1％増)、経常利益24億47百万円（前年同期比10.8％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は、14億46

百万円（前年同期比9.4％増）となりました。

　セグメント別の業績は、次のとおりであります。

（電設資材）

　再生可能エネルギー固定価格買取制度に基づく買取価格の大幅引下げに伴い、太陽光発電関連商材の販売の落込み

が懸念されたものの、前期比横這いの金額となり、受注が引き続き堅調に推移し、施設照明・電線・配線資材等の電

設資材が伸長したことから前期を上回る売上高となりました。この結果、売上高は261億47百万円（前年同期比6.3％

増）となりました。

(産業システム)

　機器制御は、主要顧客である半導体や医療機器関連企業の設備投資案件受注が回復したことから、前期を上回る売

上高となりました。設備システムは、省エネ設備案件や航空機関連企業の設備投資案件が伸長したものの、前期に

あった電力関連の大型案件の反動から、前期を下回る売上高となりました。情報システムは、前期にあった学校パソ

コン教室の大型更新案件の反動から前期を下回る売上高となりました。この結果、売上高は91億34百万円（前年同期

比1.7％減）となりました。

（施工）

　建設資材工事は、大型工事案件の受注高が好調に推移しました。総合建築工事も、建築案件の完工高が前期を上回

るとともに、太陽光発電の直需工事が順調に進捗したことから、前期を上回る売上高となりました。コンクリート圧

送工事については、新規建設案件の受注が伸びず前期を下回る売上高となりました。この結果、売上高は115億31百

万円（前年同期比16.0％増）となりました。

（土木建設機械）

　土木建設機械は、メンテナンスサービス、レンタル事業ともに前期を下回る売上高となり、建設機械本体も排ガス

規制強化対応機械販売の一巡などから売上が伸長せず、前期を下回る売上高となりました。この結果、売上高は41億

50百万円（前年同期比1.5％減）となりました。

（再生可能エネルギー発電）

　栃木県内4ヶ所のメガソーラー発電施設に加え、栃木県屋根貸し事業による県営平松本町住宅他3ヶ所及び足利営業

所他2ケ所の売電を開始し、太陽光発電設備の最大出力数は８００kW増加したことから、天候の影響があったもの

の、売電収入は前期を上回りました。この結果、売上高は3億22百万円（前年同期比0.7％増）となりました。

 

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（3）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類

第３四半期会計期
間末現在発行数

(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,010,000 10,010,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

　単元株式数　　　100株

計 10,010,000 10,010,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
　－ 10,010,000 　－ 1,883,650 　－ 2,065,090

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式  1,542,100
－

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式  8,466,100 84,661 同上

単元未満株式 普通株式　    1,800 － 同上

発行済株式総数 10,010,000 － －

総株主の議決権 － 84,661 －

（注）１.「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式97株が含まれております。

２. 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

藤井産業株式会社
栃木県宇都宮市

平出工業団地41－３
1,542,100 － 1,542,100 15.41

計 － 1,542,100 － 1,542,100 15.41

（注）当第３四半期会計期間末日現在の「自己株式等」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,499,434 9,075,770

受取手形及び売掛金 19,270,218 ※１ 17,284,621

商品 2,314,593 2,577,032

未成工事支出金 689,151 1,310,881

原材料及び貯蔵品 2,025 1,685

その他 560,293 588,493

貸倒引当金 △126,363 △112,127

流動資産合計 31,209,353 30,726,359

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,762,971 1,679,539

土地 2,911,797 2,911,797

その他（純額） 2,039,382 2,070,608

有形固定資産合計 6,714,150 6,661,945

無形固定資産 107,209 89,557

投資その他の資産   

投資有価証券 2,451,937 2,460,030

その他 1,146,334 1,133,418

貸倒引当金 △234,899 △241,631

投資その他の資産合計 3,363,371 3,351,817

固定資産合計 10,184,731 10,103,319

資産合計 41,394,085 40,829,678
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 15,760,601 ※１ 14,959,749

短期借入金 2,700,000 2,700,000

未払法人税等 557,114 320,560

賞与引当金 752,900 413,086

役員賞与引当金 131,600 93,505

その他 1,575,604 1,640,362

流動負債合計 21,477,820 20,127,263

固定負債   

役員退職慰労引当金 271,466 290,865

退職給付に係る負債 811,347 849,493

その他 357,881 318,719

固定負債合計 1,440,695 1,459,078

負債合計 22,918,515 21,586,341

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,883,650 1,883,650

資本剰余金 2,065,090 2,065,090

利益剰余金 13,368,759 14,384,719

自己株式 △674,172 △948,372

株主資本合計 16,643,326 17,385,086

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 528,602 547,678

退職給付に係る調整累計額 14,895 9,899

その他の包括利益累計額合計 543,498 557,578

非支配株主持分 1,288,744 1,300,672

純資産合計 18,475,569 19,243,336

負債純資産合計 41,394,085 40,829,678
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 48,355,957 51,286,977

売上原価 40,955,543 43,410,373

売上総利益 7,400,414 7,876,603

販売費及び一般管理費 5,563,470 5,784,475

営業利益 1,836,943 2,092,127

営業外収益   

受取利息 5,124 3,952

受取配当金 39,004 43,602

仕入割引 225,288 228,453

受取賃貸料 37,652 39,025

持分法による投資利益 5,346 25,630

貸倒引当金戻入額 20,722 6,764

その他 112,918 57,021

営業外収益合計 446,057 404,450

営業外費用   

支払利息 11,103 10,058

売上割引 16,984 17,240

賃貸費用 16,111 14,644

支払補償費 20,000 －

その他 10,765 7,379

営業外費用合計 74,965 49,323

経常利益 2,208,036 2,447,255

特別利益   

固定資産売却益 61,980 －

特別利益合計 61,980 －

特別損失   

減損損失 25,344 －

特別損失合計 25,344 －

税金等調整前四半期純利益 2,244,672 2,447,255

法人税等 828,395 924,554

四半期純利益 1,416,276 1,522,700

非支配株主に帰属する四半期純利益 93,825 76,350

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,322,451 1,446,350
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 1,416,276 1,522,700

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 213,914 △10,808

退職給付に係る調整額 △6,645 △4,995

持分法適用会社に対する持分相当額 6,386 1,461

その他の包括利益合計 213,655 △14,343

四半期包括利益 1,629,931 1,508,357

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,495,414 1,460,429

非支配株主に係る四半期包括利益 134,517 47,927
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から

将来にわたって適用しております。

　これによる当第３四半期連結累計期間の損益への影響は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を

使用する方法によっております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　※１　当第３四半期連結会計期間末日満期手形

　当第３四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日でありますが、期末日満期手形については満期日に決済

が行われたものとして処理しております。なお、債務引受一括決済取引により当社グループに対する債権者よ

り株式会社足利銀行に譲渡された債権（当社グループの買掛金）についても、期日に決済が行われたものとし

て処理しております。これにより、当第３四半期連結会計期間末残高から除かれている金額は、次のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

受取手形及び売掛金 －千円 303,054千円

支払手形及び買掛金 － 14,402
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

減価償却費 282,490千円 312,209千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 242,702 28 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

平成26年11月13日

取締役会
普通株式 130,018 15 平成26年９月30日 平成26年11月28日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 303,373 35 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年11月12日

取締役会
普通株式 127,017 15 平成27年９月30日 平成27年11月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

 電設資材 産業システム 施工 土木建設機械
再生可能エネ
ルギー発電

合計

売上高       

外部顧客への売上高 24,591,460 9,289,158 9,939,416 4,215,544 320,377 48,355,957

セグメント間の内部
売上高又は振替高

18,360 34,113 28,362 5,793 － 86,629

計 24,609,820 9,323,271 9,967,778 4,221,338 320,377 48,442,586

セグメント利益 964,150 320,460 523,577 319,940 173,757 2,301,886

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 2,301,886

持分法による投資利益 5,346

配賦不能全社損益（注） △100,683

その他の調整額 1,486

四半期連結損益計算書の経常利益 2,208,036

（注）配賦不能全社損益は、主に報告セグメントに帰属しない当社本部・管理部門の一般管理費及び営業外損益で

あります。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

 電設資材 産業システム 施工 土木建設機械
再生可能エネ
ルギー発電

合計

売上高       

外部顧客への売上高 26,147,975 9,134,121 11,531,195 4,150,921 322,763 51,286,977

セグメント間の内部
売上高又は振替高

11,295 40,423 2,050 1,659 － 55,429

計 26,159,270 9,174,545 11,533,245 4,152,580 322,763 51,342,406

セグメント利益 1,002,310 333,605 741,660 271,397 146,216 2,495,190

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 2,495,190

持分法による投資利益 25,630

配賦不能全社損益（注） △75,927

その他の調整額 2,362

四半期連結損益計算書の経常利益 2,447,255

（注）配賦不能全社損益は、主に報告セグメントに帰属しない当社本部・管理部門の一般管理費及び営業外損益で

あります。

３．報告セグメント等の変更に関する事項

　第１四半期連結会計期間より、屋根上設置の小規模太陽光発電設備が追加されたことや多様化する再生

可能エネルギーに今後対応するため、報告セグメントを従来の「メガソーラー発電」から「再生可能エネ

ルギー発電」に名称を変更しております。なお、セグメント情報に与える影響はありません。

　なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメント区分に基づき作成した

ものを開示しております
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益 152円57銭 170円00銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 1,322,451 1,446,350

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（千円）
1,322,451 1,446,350

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,667 8,507

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成27年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………127,017千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………15円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成27年11月30日

　　（注）　平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月10日

藤井産業株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松田　道春　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙橋　正伸　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている藤井産業株式

会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２７年１０月

１日から平成２７年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２７年４月１日から平成２７年１２月３１日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、藤井産業株式会社及び連結子会社の平成２７年１２月３１日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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